
～国民参加による温暖化対策の切り札～

「エコ・アクション・ポイント」について
チーム・マイナス６％

まちなかでエコ・アクション・ポイントを
探してね！

参考資料５

エコ・アクション・ポイント：

温室効果ガスの排出削減に資する商品・サービスの購入・利用や省エネ行動によりポイントが貯まり、
そのポイントの量に応じて、商品等の経済的価値のあるものと交換できる仕組み

脱温暖化型商品の例 省エネ行動の例
省エネ型住宅設備省エネ型家電製品 地産地消型

食品

チ ム マイナス６％

「エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業」

１．モデル事業の試行開始
全国型：ＪＣＢなど３事業

地域型：京都、兵庫など９事業

洞爺湖サミットを契機に７月から
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単位：百万トンCO2

部門別エネルギー起源CO2排出量の推移と2010年目標

ヒートポンプ
ペアガラス

テレビ
冷蔵庫

エアコン

電気・ガス
の節約

テレビ

エ
コ

ポ
イ
ン

食品洞爺湖サミットを契機に７月から
北海道で開始。
１０月半ば以降、全国型事業の開始。

２．シンポジウム等の開催

平成21年度

運輸（自動車・船舶等）

業務その他
（オフィスビル等）

家庭

482  －4.6% 460  －7.0%～
－7.9% 424～428

217 +16.7% 254  －4.1%～
－5.5% 240～243

164  +39.5% 229 
－8.3%～
－9.3% 208～210
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エコ・アクション・ポイントの
本格展開

多種多様な企業の参画によるエコ・
アクション・ポイント事業の本格展開。

家庭

エネルギー転換

127 +30.0% 166 －14.7%～
－16.5% 138～141

68 +13.9% 77 －14.2%～
－14.3% 66

（※）排出量の目安としては対策が想定される最大の効果を上げた場合と、想定される最小の場合を設けている。当然ながら対策効果が最大となる
場合を目指すものであるが、最小の場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けている。

京都議定書の目標達成に

地球温暖化問題は、ほぼ全ての消費者に認識されているが、「温暖化対策型
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消費者と環境に熱心な企業との

積極的な連携を通じて、
環境にやさしい消費者・企業・
エコビジネスを育てる。

京都議定書の目標達成に
必要不可欠な家庭部門の
温室効果ガスの削減のための
効果的な仕組みが必要不可欠

全国型（３事業） 地域型（９事業）
地球温暖化問題は、ほぼ全ての消費者に認識されているが、 温暖化対策型
商品の選択」といった行動を実際に起こす層の割合は５％程度というのが大規
模小売店の見方

エコ行動志向でない大多数の一般消費者を温暖化対策型
の商品購入に誘導する
付与対象商品は温暖化対策型商品に限定

全国型ロゴ

全国規模での事業で、発行さ
れたポイントは相互に交換可能。
また、地域型事業であっても、
全国型と相互交換可能な場合

全国型（３事業） 地域型（９事業）

地域型ロゴ

各地域に根付いた特色ある
活動。全国型と相互交換可
能とする場合を除き、全国型
や他地域とはポイント交換は

エコ行動志向の消費者 ５％？
これまでのCSR型の対応は、
少数のエコ志向の消費者の
興味を引くもの

利用メニューは、一般消費者がメリットを感じる広範なメ
ニューを設定

には利用できる。

全国型（暫定版）

ロゴ

暫定的に既存のポイ
ントをエコ・アクショ
ン・ポイントとして発

採択事業者の

既存ポイント
のロゴ＋

できない。

・（株）藤崎研究所

・（財）北海道環境財団

・（財）ひょうご環境創造協会

・高田馬場西商店街振興組合

・特定非営利活動法人京都地球温暖化防止府民会議

地域名（事業名）

一般の消費者 ９５％？ エコポイントは、多数の一般
の消費者を温暖化対策型商
品の購入に誘導するもの

発
行（08年度のみ）

・（株）ジェーシービー

・（株）電通

・（株）Tカード&マーケティング

特定非営利活動法人京都地球温暖化防止府民会議

・生活協同組合パルシステム東京

・ふらの市民環境会議

・特定非営利活動法人カーボンシンク

・合同会社きょうと情報カードシステム
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エコ・アクション・ポイント付与対象の考え方環境省が進めるエコ アクシ ン ポイントの考え方 その１
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エコ アクション ポイント付与対象の考え方環境省が進めるエコ・アクション・ポイントの考え方 その１

温暖化対策を自ら行うことに関心のない大多数の家庭を動かす魅力的な
インセンティブが必要

ポイントを貯める ポイントを使う

（１）家庭等での使用段階での温室効果ガスの排出
削減に資する商品・サ－ビス

（２）家庭等での使用段階での温室効果ガスの排出のな

エコポイント付与対象は温室効果ガス排出量削減等に効果を有するもの

エコ・アクション・ポイント付与対象商品・サービスの考え方
（１）の例
省エネ家電製品、ハイ
ブリッド自動車、省

入口は狭く

温室効果ガス排出量削減に資する

「温暖化対策型商品の選択」

出口は広く

様々な経済的メリットと交換できる

ポイントの還元メニ を用意

家庭の温暖化対策等
に資する商品・サ－ビス、行動

環境問題に関心の無い人でも
興味を持つ仕組み

（２）家庭等での使用段階での温室効果ガスの排出のな
い商品・サ－ビスの内、廃棄（焼却処分）段階での温
室効果ガスの排出削減に資する商品・サ－ビス

（３）家庭等での使用段階・廃棄段階での温室効果ガス
の排出のない商品・サ－ビスの内、エコポイント
対象商品の拡大の観点から特に必要と思われる

エネ住宅設備等
（２）の例
再生プラスチックの文
房具、家庭用品等や
レジ袋削減

「温暖化対策型商品の選択」

や「温暖化対策行動」

等に対してポイントを発行

ポイントの還元メニューを用意

通常の商品・サービスとの交換
他では得られない限定商品との交換
通常ポイントや電子マネーとの交換
・ 温暖化対策型商品・サービス
・ カーボン・オフセットサービス 等

対象商品の拡大の観点から特に必要と思われる
ものについて、生産・輸送段階での温室効果ガスの
排出削減に資する観点から個別に検討するもの

（４）カ－ボン・オフセットが組み込まれた商品・サ－ビス

（５）その他、生産、輸送等ライフサイクルでみてCO2排
出量や環境負荷が少ない商品・サービス

（３）の例
地産地消の食品等

（４）の例
カーボン・オフセット付
海外旅行ツア

ポイントビジネスの基本構造
環境省が進めるエコ・アクション・ポイントの考え方 その２

カ ボン オフセットサ ビス 等 出量や環境負荷が少ない商品 サ ビス 海外旅行ツアー

ポイント原資を市場メカニズムの中で調達
することで、 企業の販売促進や環境コミュ
ニケ－ション等とリンクさせ、自立したビジ
ネスモデルとしての拡大発展が見込める

環境省エコ・アク
ション・ポイント事
業の特徴は？

市場メカニズムの中でポイント原資を調達できるビジネスモデルの構築が必要

【複数の自治体におけるエコポイント先行事業事例】

ポイント原資財政負担型

自治体予算の範囲内での対応となり

普及面、継続面で限界がある
大発展

柔軟なシステム

→エコ・アクション・ポイントを付与すること
のできる商品・サービスの範囲は環境省が
決めるが、どの商品に、どの程度のエコ・
アクション・ポイントをどの程度の期間付与
するかは各企業の販売促進戦略に合わせ
て、柔軟に決定。

自治体予算の範囲内での対応となり、
実験規模を超える普及に耐えられない
公共が継続的に財政負担するのは困難
公的資金を求め続けるビジネスモデル

ズ

【今回のエコ・アクション・ポイントモデル事業】

エコ・アクション・ポイントを各企業の環境
ビジネスを推進する販売促進ツールとして
活用

ポイント原資市場メカニズム調達型

企業の販売促進や環境コミュニケ－ション等にリンク
した自立したビジネスモデル
ビジネスモデルとしての拡大発展が見込める柔軟な
システム ２


